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別紙様式２ 

 

国立大学法人電気通信大学の中期目標・中期計画一覧表 
 
 

中 期 目 標 中 期 計 画 

（前文）大学の基本的な目標  
 電気通信大学の目標は、「高度コミュニケーション科

学」の諸領域で世界をリードする教育・研究拠点を築き、

もって平和で幸福な社会の進歩発展に寄与することであ

る。この目標に沿い、国籍、人種、信条、性別、社会的身

分の如何を問わず、国内外の市民及び社会に門戸を広く開

放し、２１世紀を担う先駆的な科学者、技術者、専門職業

人を育成する。 
  

本学は、 
ⅰ．教育においては、弛まざる努力と実践を通し、人間性、

社会性に優れ、個性を発揮し、国際感覚に富む人材を育

成する。 
ⅱ．研究においては、真理を追究し、先駆をなす科学技術

を創造し、その正当・適切な活用をもって人類の福祉、

社会の進歩・発展に貢献する。 
ⅲ．社会との関係においては、地域及び国際社会、産業界、

公共機関との連携・協力関係を密にし、教育・研究の成

果を還元・共有する。 
  

中期目標・計画期間には、以下の個別事項に留意した教

育・研究を追究し、効率的で効果的な大学運営に取り組む。  
ⅰ．国境なき知の広場を世界に提供し、その拠点を形成す

る。 
ⅱ．情報・通信・電子・メカトロニクス・基礎科学等を中

心とし、関係諸分野を融合した「高度コミュニケーショ

ン科学」の創成・発展の先導役を果たす。 
ⅲ．継続性が必要な教育と即応性が求められる研究を共に

進歩・発展させることのできる柔軟で機動的な教育・研

究体制を追求・維持する。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

ⅳ．自然と人間の共存、環境との調和、科学者技術者倫理

や科学技術の社会性等に配慮した教育・研究を行い、真

理の追究、科学技術の進歩と発展、啓蒙に寄与する。 
ⅴ．互恵、共存の精神をもって産業界、国内外の公的・私 
的諸機関、教育機関、研究機関と連携、国際援助、国際 
協力、共同研究を促進し、地域・国際社会に貢献する。 

ⅵ．人的・物質資源を適切に配置し、組織、人事、財務、 

  設備、学園環境面で、合理的で効率よい組織運営体制を 

  構築する。 

 

Ⅰ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織 

１ 中期目標の期間 

  平成 1６年４月１日から平成２２年３月３１日まで 

 

２ 教育研究上の基本組織 

   この中期目標を達成するため、別表に記載する学部、 

研究科を置く。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（１）教育の成果に関する目標 

 本学は、高度コミュニケーション科学に特化した個性と

専門性に富む屈指の大学であることの自認の下に、科学・

技術分野で、基礎学力と体験によって培われた実践力ある

人材を育成する。一方、教育の成果を国際的なものとする

ため、門戸を世界に開き、学習能力が高く個性ある学生を

広く国内外に求め、判断力、洞察力、理解力、柔軟性、適

応性等に秀でた世界水準の人材の育成を目指す。 
 

 ★教養教育の教育目標 
教養教育では、科学・技術と政治、経済、社会との不可 

分性に鑑み、学際の知識と社会への適応性を涵養する。こ 
こでは、主に技術教育とは違った人間教育、専門課程の前 
段階の知識でも個別領域の知識の獲得でもない人間教育、 
人生の糧となる無形の財産、つまるところ、“文化”の体得 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置  
１ 教育に関する目標を達成するための措置   
（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置 

 ★各学部等の学生収容定員 
  各学部等の学生収容定員は別表のとおりとする。 
 
 ★教養教育の成果に関する具体的目標の設定  

 教養教育と専門教育を融合し、科学者、技術者としての確固たる基礎学力の上に、

複眼的思考、社会適応性、国際感覚を磨く教育をする。この目標に向け、 
  ・現代の基礎教養として、全学的にコンピュータリテラシー教育を施すとともに、 
   科学者、技術者としての専門基礎（数学、物理、化学等）の学力を重視したカリ 
   キュラム編成をする。 
  ・人文社会、語学系の教養科目にあっては、基礎的な講義科目の他に、問題を絞り、 
   テーマを特定した上級科目（テーマ別セミナーなど）を充実させることにより、 
   個性を磨き、判断力、独創性等の涵養に努める。 
  ・国際性、コミュニケーション能力、表現力などを高めるため、語学（特に英語）、 

文章表現法、発表能力などに留意した教科目の充実を図る。特に短期留学プロ 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

を目指す。 
 

 ★学士課程の教育目標 
 学士課程では、専門基礎学力の重視の上に、専門領域に 

 とらわれない統合的かつ開かれた知を追求することにより、

社会や産業構造の変化に柔軟に適応し、的確な判断力、国 

際感覚等に優れ、個性と独創性に富んだ科学技術者を育成

する。 
 

 ★大学院課程の教育目標 

博士前期課程では、確固たる基礎学力の上に、実践力に 
優れ、創造性を備えた指導的専門家、職業人を育成する。 
博士後期課程では、世界最高水準の研究を追究し、国際舞 
台に通用する研究者、高度開発技術者を育成する。 

 

 ★卒業後の進路等に関する目標 

学士課程では、その大半を企業での中核を担う技術者を育 

成する。博士前期課程では、実践力のある専門家、職業人を 

育成し、国内外を問わず産業界の広い分野での活躍を期待す 

るとともに、起業家精神に秀でた人材を育成する。博士後期 

課程では、国、産業界、大学で活躍する問題解決、課題追究 
型の開発技術者、研究者を育成する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グラムの英語による講義の一般学生への開放や、TOEFL、TOEIC 等を積 
極的に活用する。 

  ・社会性を身につけるため、社会常識、技術者倫理に関する教科目や起業家精神を 
   養うための教科目にも力を入れ、コミュニケーション能力、自己表現力、発表能 

力、科学者技術者倫理、チャレンジ精神等の涵養を図る 
 

★学部の専門教育と大学院教育の目標を達成するための具体的措置  
①学部専門教育では、科学的思考能力の育成、科学者・技術者としての倫理意識及び

人間性・国際性の育成、論理的コミュニケーション能力の育成を共通の教育基本指

針とし、その上で、各学科独自の教育目標に従い、カリキュラムの改正を行い平成

１６年度から実施する。 
②教育現場では、体験と実践、ヒューマン・インタラクションを重視し、具体性のあ

る知の獲得を志向し、柔軟性、社会適応性、国際性、科学者技術者倫理、チャレン

ジ精神等を備えた科学技術者、専門職業人を育成する。その一環として、例えば、 

  ・「ロボメカ工房」、「電子工学工房」に代表されるような体験教育の場を拡充する。 

  ・コミュニケーションスキル（論理的思考力、文章表現力、プレゼンテーション

能力、会話力、外国語（特に英語能力））のための教科目の充実を図る。 
  ・少人数制、セミナーなど、双方向性、相互啓発性のある教科目の充実を図る。 

・TA、RAを活用した教育、国際的な交流・連携・協力活動、留学生の交換、外国 
の大学、研究機関との教職員の交流等を強化・推進し、知的刺激に富んだキャ 
ンパスづくりをする。 

③学部における専門基礎、総合的教育と大学院専門教育との一貫性、継続性に留意し 
た教育を実施する。 

④大学院教育では、問題解決型、課題追究型の授業、個別指導をもって、高度コミュ

ニケーション科学のメッカとして、ハードウエア、ソフトウェア、ヒューマンウエ

アに関する理論から設計、開発、運用に至るまでの高度で、先駆的な教育を施す。 
 

★卒業後の進路等に関する目標を達成するための措置 

①卒業後の進路等に関する目標を支援するため、就職指導体制（現行の全学的な就職 

説明会、学科、専攻ごとの就職担当教員による支援体制）をさらに強化する。進学 

を希望する学生には、学生の興味、資質等を勘案した進学指導を行い、希望する専 

攻で修得できる技術や、追究できる分野についての指導体制を整える。 

②高度に専門化する技術社会の情勢に鑑み、大学院への進学率の一層の向上を図る。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

 

 

 
 
 
 
 

 
（２）教育内容等に関する目標 

系統性のあるカリキュラム編成、効果的な教育方法、厳

格・厳正な成績評価をもって、内容、質ともに、世界水準

の高等教育を目指す。 
 

 ★アドミッション・ポリシーに関する基本方針 
入学者の受け入れ方針を明示、広報し、社会人、外国人

にも門戸を広く開放する。また、専門の異なる分野や他大

学からの学生、潜在能力に優れた学生を積極的にリクルー

トする体制を整え、国内外からの優秀な頭脳の受け入れを

目指す。 
 

 ★教育課程に関する基本方針 
 学士課程では、教養教育、専門基礎教育、専門教育のそ 
れぞれが有機的に結びつくカリキュラム編成をする。教養 

 教育では、語学教育、特に英語教育を重視し、国際性のあ 
る人材を育成する。また、学生が自力で階段を登るために 
カリキュラムを階層的に編成し、学習意欲を高め、自主的 
な学習を支援できる体制を整える。 
博士課程では、問題解決型、課題追究型のカリキュラム

を編成する。そのため、学生と教員が協調と相互啓発のも

とに研究を推進する体制を強化する。 
 

 ★教育方法に関する基本方針 
 教養教育では、学生同士、学生と教員のふれ合いを図り、

★教育の成果・効果の検証に関する具体的方策 
①学業の進捗状況を把握・助言するシステム（学期ごとに学生の科目登録状況、単位

取得状況、成績分布状況等の調査や成績不振学生に対する助言など）を確立すると

ともに、学生による授業評価、卒業後の追跡調査（学位の取得状況、就職先等）、

内部・外部からの評価、社会から見た大学の満足度調査等を実施する。 

②「計画、実行、評価、改善」のサイクルを通じ、教育の成果・効果を把握し、教育 

内容の改善を図り、近年留年する学生の多いことに対処し、質の低下をもたらすこ 
となく、卒業率の向上が図れるような体制を整備する。 
 

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置 

 ★入試に関する具体的方策  

 ①入試業務を合理化、効率化、一元化し、学生募集から、広報、入学相談等に至るま

での事案に万全の体制を整えるため、入試センター（仮称）の設置について検討す

る。 

 ②国内外の社会に対し、開かれた大学を目指し、背景の異なる多種多様で有能な学生

の受け入れを図るため、入試、入学者の選抜方法を多様化する。当面、推薦入試、

帰国子女のための入試、特別編入制度、社会人選抜入試等、門戸を広く開放した入

試制度の拡充を図る。 

③入試要綱等の大学のホームページでの公開のほかに、学内での大学説明会、全国各

地における進学説明会、高校生に大学への体験入学の機会を与える「高大連携制度」

などを利用し、入試に関する広報活動の体制を整える。 
④大学院、特に後期課程の質的、量的充実を図るため、学生募集・広報活動の創意工

夫をする。そのため、異分野からの学生にはブリッジ教育など、適切な措置も施し、

学科間、専門間の差異を超えた大学院進学を可能とする制度も拡充する。 

⑤留学生の選抜方法を改善し、渡日前に入学許可が出せるような体制、例えば、現地

（海外）選抜を可能にするような制度についても検討する。  
 
★教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 
①段階的、階層的なカリキュラム編成を行い、１年次から教養教育と専門教育を同時

進行的に実施する。 
②明確な判断力や適応力、国際感覚に優れた科学技術者を育成するため、語学教育に 
は外国人教員の積極的採用を図り、クラスを少人数制にし、演習中心の授業を強化 
する。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

双方向の教育を実現し、知識の獲得に偏向せず、人間性、

社会性を高めるような教育をする。専門基礎科目では、実

験・演習を重視し、補習授業やTAを活用した個別指導の徹

底を図る。学部専門教育、博士課程では、教育研究指導体

制の一層の充実を図り、特に卒業研究、修士・博士論文の

執筆プロセス、学生のTA・RAの経験、学内外・国内外で

の論文発表等を通し、実践力の伴った最高水準の技術者・

研究者の育成を目指す。 

 
★成績評価等に関する基本方針 
 厳正、かつ、一貫性を備えた成績評価システムをつくり、

成績評価基準を明確にし、ガイドラインを設け、一貫性と 
厳正さを備えた評価を実施する。そのため、学生による授 
業評価、FD、外部評価等を通し、教育の質の向上を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③人的資源の制約をカバーし、広範な総合文化科目を提供するため、他大学との単位

互換制度（平成９年度より実施）の積極的な活用を推進し、国立工科系１１大学院

の遠隔教育による単位互換制度（平成１５年度実施）を拡充する。 
④学科・専攻間の連絡を密にして、相互乗り入れ授業を実施し、学科間、研究科間の

科目履修を容易にする制度の拡充を図る。 
⑤シラバスを充実させ、インターネット上で公開し、学生と教員の交流を密にするた

めのオフィスアワーの充実も図る。 
⑥教養教育と専門教育の継続性を重視し、多様な学生に対処するため、学部高学年に

おいて大学院の授業を、また、必要な大学院生には、学部高学年の授業を大学院の

授業の一環として修得できる制度を拡充する。 
⑦専門課程、大学院では、階層構造をもたせた授業を展開し、シラバスの有効利用を 
図り、予め取得しておくべき科目等を明示し、系統性のある教育をする。また、セ 

ミナー、個別指導、研究会、学会活動等を有機的に結び付け、研究者、専門家の総

合的な育成を図る。 
 

 ★授業形態、学習指導法等に関する具体的方策 
 学生の多様性、学生のニーズ等を考慮した学習環境を整え、教育目標に合致し、か

つ、実効ある成果が期待できる授業・学習指導法を採用する。そのため、以下に挙げ

るような事項の実施を図る。 
・専門教育に支障を来たさないため、専門基礎科目（物理学や数学）に問題のある

学生に対する補習授業を充実させる。 
・少人数クラス、セミナー、相互啓発型、双方向(対話)型授業の充実を図る。 
・学生の自主学習、能動的学習を支援するラボ、自習室等の学習環境を整備する。 
・コミュニケーションスキル、国際性を磨くため、語学での演習授業を強化する。 

・教育設備（教室、ゼミ室、機器、図書、ソフト）の充実を図る。 

・TA を使っての授業の効率化、教育効果の向上を図る。 

・教員の助言制度、オフィスアワー等を強化する。 

・シラバス（授業内容、進行計画、成績評価方法、成績評価基準、参考書等を明記）

を完全電子化し、年度毎に更新する。 
・社会経験を重視し、インターンシップ制度を拡充することで、多くの学生がイン

ターンシップを経験できるようにし、受け入れ企業の開発、増加に努める。 
・大学院にあっては、英語による授業の増加や論文の書き方等の指導を徹底する。 
・学習の意識を高め、又、プレゼンテーション能力、起業家精神を涵養するため、

学生による全学的なセミナー、各種コンテスト、講演、シンポジウム、外国人学

生との交流、外国人研究者等による講演会その他の学術活動を活発に行うととも 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）教育の実施体制等に関する目標 

教育を担う教員と支援する職員を有機的、効率的に組織

化し、教育環境、教育実施体制の充実を図る。 
 
 ★職員の配置の基本方針 

性別、宗教、国籍によらず、適材を適所に配置するとと 
もに、TA、RA、技官、教務補佐員等の有効活用を促進す 
る。 

教育研究を機動的に行うために学科間、研究科間での教 
員の教育上の相互協力、人事上の流動性を高める。 
教養教育では、その企画組織、実施組織、教員組織等で複 
雑な構造を簡素化し、一体化して、教育効率の良い体制を 

に、学生の学会参加等を奨励、支援する。 
 
 ★適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 

 ①教育の質を保証するため、成績評価に以下の方策を施す。 
・科目ごとに、その目的及び達成目標を明示した上で成績評価する。 
・同一科目間や教員間でのバランスを欠くことなく、厳格かつ公正な成績評価を保

証する制度を整える。 
 ・厳正な成績評価を行うため、不正行為等への効果的な対処法を考案し、一方、学

生には不服申し立て制度等を確立する。 
②教育内容、教育効果の質の向上を目指し、JABEE 等への対応も可能な体制を整え

る。 
③学生の学習意欲を高めるため、現在実施している学長表彰や同窓会賞などの顕彰制 

度の充実を図る。 
④優秀な学生については、学位取得のための学習年限の短縮などについても検討する。 

 
 ★教育の改善のための具体的方策 

①「計画、実施、評価、改善」のサイクルを通し、常時カリキュラムの見直しを図る。 
②シラバスの改善と公表、厳正公平な成績評価、授業評価の実施と評価結果の公表を

行う。 
③教育実績評価制度の導入、卒業時の学生及び卒業生、企業等からの評価、FD 活動、

ＴA の有効活用等を図る。 
 

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

  ★適切な教職員の配置等に関する方策 
  ①基礎教育センター、共通教育運営委員会、教育委員会等の役割を一本化し、カリキ 
    ュラムの編成、実施から、共通教育関係の企画、立案、実施、管理、教育方法の改 
    善やFDの推進等を総合的に扱う大学教育センター（仮称）の設置について検討する。 
    当面は、 

・教育（総合文化科目と専門基礎科目）に全学教員の協力と参加を促し、過半数の教員が何ら 
かの形で教養教育に関与する体制を確立する。 

・総合文化科目担当の教員を共通教育部門にまとめ、教養教育体制を強化する。 
・基礎教育センターの体制を強化し、教養教育（特に総合文化科目）を担当する教 
員の各学科への分属体制によって生じた組織上、教育上のマイナス面の解消を図 
る。 

②学科間での教育上の相互乗り入れ体制を確立するほか、部局間（電気通信学部と情 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

整える。 
 

★教育環境の整備に関する基本方針 
 学習を支援し、教育効果を向上させるため、図書館の利

便性を高めるとともに、IT技術を駆使した教育環境を整備

する。一方、あらゆる意味で「教育は人なり」に立脚し、

学生、教職員を含め、理想的な人的集団の環境形成に努め

る。 
 
 ★教育の質の改善に関する基本方針 

 教育の質の改善は授業及び学習指導法に依存する。その

ため、教員の意識改革とともに、教員が教育に専念できる

時間を十分に確保し、適切な学習環境を整える。学習環境

は単に物的なものだけでなく、キャンパスに集う人間集団

の多様化にも依存するので、知的集団を形成する学生、教

職員の一層の国際化を図る。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

報システム学研究科）の相互協力体制を整備する。 

 ③他大学、研究機関、海外協定校との教員の交流、外国人の採用、学内での交流を通 
し、機動性と多様性に富んだ教員配置を試みる。 

 ④ＴA、RA、技術職員、教務補佐員等が、その職分を十分に発揮できるような体制を 

整備する。 

 

★教育に必要な設備、図書館、情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策 

大学のIT環境を整え、e-Campus 化し、学生、職員、一般市民が教育に関するすべ 
ての情報を共有できる体制を築くため、その中枢となるe-Learning推進センター（仮 
称）の設置について検討する。当面は、 

・ネットワーク環境（e-教室設備、電子掲示板、無線LANステーションの設置等） 

を整備する。 

・図書館の雑誌類のオンラインジャーナル化を図る。 

・学生との質疑応答（オフィスアワーの一形態）、宿題、授業連絡、リポート等の 
通知、提出、添削等をWeb上で行えるようにする。 

・SCSで受信した海外ニュース等を視聴するシステムを設置する。 
・専門外の図書、資料や留学生のための日本語／日本文化等の図書の充実を図る。 

 
 ★教育活動の評価及び評価結果を質の改善に繋げるための方策  
 学生による授業評価や卒業後の追跡調査等の結果を各教員にフィードバックする 
とともに、授業評価結果、成績評価の実態一覧、成績分布等を公表するなど、各教 
員が教育の質の改善に取り組むためのシステムを整備する。 

 
 ★教材、学習指導法等に関する研究開発及びFDに関する方策  
①新任教員には、教育上のオリエンテーションの充実を図る。授業方法、学習指導方 
法についての検討会や講習会、公開授業、相互参観授業等の制度を企画、立案、拡 
充する。 

②大学教育センター（仮称）でFD活動を行い、教員の教育に対する意識の向上及び 
指導法の改善を図る。 
 

 ★全国共同教育、学内共同教育等に関する具体的方策 
 ①多摩地区５大学の単位互換、国立工科系１１大学院の遠隔教育による単位互換を拡 

充する。 
②専門基礎科目、コンピュータリテラシー教育等を全学科共同で実施する。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

（４）学生への支援に関する目標 

  複雑化、高度化する社会の中で、学生は諸々の問題と直

面する。学業を全うするには、学業以外の学生生活も支援

する体制が不可欠であることから、次の目標をもって学生

支援に当たる。 

 

 ★学生支援のための組織体制に関する基本方針 

学生が抱える教育研究、生活上の多面的な問題に対応す

るため、即応的、総合的に学生支援ができる組織体制を整

える。 

 

 ★学習支援に関する基本方針 

学生の持つ教育研究上、生活上の属性の違いを考慮し、

適切な学習支援をするための環境を整備する。 

 
 ★生活相談・健康相談等に関する基本方針 

 学生生活一般、健康・安全面で学生の持つ諸々の悩み、 
相談に応えるための体制を整え、その機能の強化・充実を 
図る。 

 
★経済的支援、就職支援に関する基本方針 

優秀な学生が経済的理由により学業に支障を来たさない

よう、また、有為の人材の育成と教育の機会均等の実現の

ために、学生の経済支援の充実を図るとともに、学生の体

得した知識、個性、適性・能力等に適合した就職活動を支

援する。 
 

 ★設備環境面の支援に関する基本方針 

充実した学生生活を送るための福利厚生施設やサークル

活動等の課外活動を支援する設備の充実を図る。同時に、

身体障害者には教育の機会均等を保証するためのバリアフ

リー環境を実現するなど、教育研究にふさわしいキャンパ

ス整備計画を策定し、魅力ある学習環境を整備する。 

 
 

（４）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

 ★新たな学生支援のための組織の設置 
修学指導から学生指導、学生相談、経済支援、就職支援等の学生関係業務を総括 

的に掌握できる組織体制の整備を図る。このため、学生部を再編し、学生支援セン 
ター（仮称）の設置について検討する。 
 

 ★学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策 
学生の科目履修、研究等に対するきめ細かい指導・助言体制の充実を図る。入学時 

のオリエンテーション、その後の諸々の合宿研修、教員のオフィスアワー、助言教員 
制度等を有効に機能させ、学生の学習・生活上の諸問題の把握とその対処に万全を期 
す。 

 
 ★生活相談・健康相談等に関する具体的方策 

①学生のあらゆる相談に即応できる体制を整えるため、学生支援センター（仮称）内 
に「何でも相談室」を設置することについて検討する。 

②保健管理センターを中心に、心理面、精神面、肉体面の健康相談を充実させ、さら 
に健康スポーツ関係の教員と連携した総合的な健康管理プログラムについて検討す 
る。 

 
★経済的支援、就職支援に関する具体的方策 

①学生の修学意欲の高揚、経済的支援のため、 
・TA・RA等の雇用拡大を図り、学内外に資金を求める方策について検討する。 

  ・大学業務への学生の雇用（パート等）を検討する。 
・既存の取り組み（入学料・授業料免除等、日本育英会等の奨学金）については、 
・引き続き制度の周知徹底と迅速な情報提供に努めるとともに、独自の奨学金制 
度の導入について検討する。 

②就職指導に関する施策の策定、就職先の新規開拓、学生の就職活動に対する指導助 
言・相談対応等を充実・強化するため、学生支援センター（仮称）内に教員と事務 
職員の融合組織として「就職支援室」を設置することについて検討するとともに、 
本学同窓会との連携強化を図る。学生が自己の能力や適性に応じ職業選択を適切に 
行えるように就職情報の迅速な公開や就職への動機付けとなるガイダンス、説明会 
を低年次から実施して就職支援の充実を図る。 

 
★社会人・留学生に対する配慮 
社会人学生の修学支援のため、図書館の開館時間の大幅な延長及び休日開館につい 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 研究に関する目標 

（１） 研究水準及び研究の成果等に関する目標 

  高度コミュニケーション科学に特化した本学の個性を発 
揮し、ハードサイエンスとソフトサイエンスの両面で、学 
術的にも、社会的にも国際的水準の研究を推進し、高度コ 
ミュニケーション科学の創生と発展を支え、その先進的な 
研究成果をもって社会に貢献する。 

 

 ★研究水準に関する目標 

   電気・情報・通信・メカトロニクス・基礎科学等に関わ 

る教育・研究分野において、国際的な COE 拠点の基礎科 

学形成を目指し、独創的な知を発信し、新技術の創造に貢 
献する。 

 

 ★研究成果に関する目標 

研究成果を教育の質の向上に役立てるとともに、開示・ 

共有・活用し、国内外の社会に還元する。 

基礎研究を重視しつつ、基礎から応用にわたる学術研究 

によって得られた独創的な研究成果を知的財産として保護 

し、効果的な活用によって、大学のもう一つの使命である 

社会貢献を積極的に進める。 

 
★重点的に取り組む領域に関する目標 

 高度コミュニケーション科学に関する基礎及び応用の両 

面で、人的、物的資源の有効活用により先導的な役割を果 

たすことのできるハードサイエンス（物質、エレクトロニ 

クス、光科学等）とソフトサイエンス（情報、通信、メカ 

て検討する。留学生や外国人研究者の修学・研究支援のため、家族も含めた生活面、 
身体・精神面、環境・安全面のすべての相談に応ずる相談体制を整える。 

 

 ★学生生活支援・環境整備に関する具体的方策等 
講義室の改善、学生の交流スペース・憩いの場の確保、福利厚生施設・課外活動施 

設等の整備、障害を持つ学生のためのバリアフリー環境の整備、学内の緑化等々、学 
生が潤いのある学生生活を過ごすための学生生活環境の整備に努める。 

 
２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

 ★目指すべき研究の方向性 

①高度情報化社会の基礎をなすマテリアル、デバイス、システム、メディア、コンテ 

ンツ等に関する理論、技術、応用研究を、以下の視点の下に実施する。 

・教員の発意、研究の自由を確保し、基礎や“無用の用”の学問研究も重視する。 

・高度コミュニケーション科学の基礎と応用の研究に新しいパラダイムを築く。 

その構築過程で、社会・産学官連携などの対外関係も重視した研究体制やCOE 
拠点形成を可能にする研究を志向する。 

・教員が学科や研究科の枠組みを外れ、機動的に離合集散し、常に新分野の共同 

研究に対応可能な体制を整える。 

・競争的、戦略的な研究を推進するための産学官の連携を深め、新しい技術、価 

値を創造する。 

②高度コミュニケーション社会を支える高度コミュニケーション科学の基礎及びその 
発展に寄与・貢献する理論・ハードウェア・ソフトウェア・応用に関する諸分野の 
研究に取り組む。 

 

 ★大学として重点的に取り組む領域 

①多種多様な情報を、誰でも、いつでも、どこでも、高速、安全かつ容易に活用可能 

なユビキタス・コンピューティング、高性能コンピューティング、高性能・高信頼 

性ネットワーキングに関する理論、技術、及び実践の研究。 

②情報伝達の媒体としての光波・電磁波・音波・物質波などの広範な波動現象の基礎 
科学とその工学的応用技術に関する総合的な波動科学の研究開発。 

③高性能な素子・素材のナノ構造、化合物半導体の機能解明、マイクロ・ナノデバイ 

ス等に関する研究。 

④ロボット技術を基盤としたライフ・インフォマティクス、人間・機械情報システム 

融合のためのユビキタス・メカトロニクス、その基盤としての情報ベース型の設計 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

トロニクス等）の先駆的研究を推進する。 

 
★研究の水準・成果の検証に関する目標 

 科学技術が人類の福祉に貢献するためのものであること 

の自覚に立ち、その活用に科学者技術者倫理を追求し、自 

己点検を行い、研究水準・成果に第三者の評価を求める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 

 科学技術の進歩・発展と歩調を合わせ、常に合理性と柔

軟性のある人的、物的資源の配分を考えた研究実施体制を

整備する。 

 

 ★研究実施体制に関する目標 
 変化の激しい社会、日進月歩する科学技術に鑑み、柔軟

で機動的な研究実施体制を構築する。 
 

 ★研究環境に関する目標 
研究を支えるための人的資源、物理的環境、資金面に全 

学的な支援体制の確立を目指す。若手研究者の育成を重視 
し、自由な発想に基づく学問研究、地域・国際社会との連 
携、人的交流を促進し、知的な刺激に富んだ研究環境を整 

・生産システム、リスクアナリシス等に関する研究。 

⑤生体の情報伝達メカニズム、ライフサイエンス、バイオテクノロジーに関する研究。 

⑥情報メデイア技術と社会・文化システムの相補的展開についての応用研究、特にe- 
Ｌearning、協調学習システム、地域ネットワークシステムなど、社会・教育分野 

での実践的研究。 

⑦エネルギー問題、科学技術と人間・社会・自然・環境等に関する融合研究。 

   

 ★研究成果の社会への還元に関する具体的方策 

①国際会議、学術雑誌での論文発表や特許、技術移転などを通し、研究成果の積極的 

な公表を行う。これらの研究成果を踏まえ、国際ワークショップ、シンポジウム、 

セミナー、国際学会等の組織・開催に努める一方、地域・産学官連携推進機構(仮 

称)を設置し、外部機関との連携や研究の推進、知的財産の民間への移転など研究 

成果の社会への活用に積極的かつ一元的に取り組む。 

 ②公開講座、ITセミナー、フォーラムの開催等を通し成果を公表し、地域社会、市民 

と共有する。 

 

 ★研究の水準・成果の検証に関する具体的方策 

成果に対する自己点検・評価及び外部評価を定期的に実施する。研究プロジェクト 

等の成果は、発表会、シンポジウムなどにより、学外にも開かれた形で発表し、検証 

する。 

 
（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 

 ★適切な研究者等の配置に関する具体的方策 
①学長のリーダーシップの下に機動性に富み、巨視的で全学的な人材配置が可能とな 
る体制を整え、トップダウン的、戦略的にCOE拠点の組織形成を推進する。ここで 
は、研究組織と教育組織を一体とせず、研究者の配置を柔軟、かつ、適切に行い得 
るシステムも検討・整備する。 

②新しい研究領域の発展やその複雑化に伴い、従来の組織を越えた横断的な研究の必 
要性が生ずること、及び社会連携・国際交流等の重要性を考慮し、重点的で方向性 
のある人材配置をする。また、研究体制に柔軟性を持たせ、必要の有無に即応した 
形で組織の改廃が容易にできる体制を整える。そのため、研究組織に時限制の導入 
や、横断的、ボトムアップ的に構成する柔構造の研究組織（研究ステーション等） 
の拡充などを推進する。 

③研究活性化のために、若く有能なポスドク、RA等を積極的に研究に参加させる体 
制を整備する。また、客員研究員などの受け入れ体制の整備を図り、専門性に優れ、 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

える。 
 

 ★資源の配分に関する目標 
研究組織の活性化を促進するために、部局や学科、専攻 

などの組織にとらわれずに分野横断的な研究プロジェクト 
に人材を投入し、奨励的配分や重点的配分を含め、適切な 
研究資金の配分法を目指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

適時性のある人材の確保に努める。 
 

 ★研究資金の配分システムに関する具体的方策 
①学内の研究資金は、COE 拠点形成組織、研究ステーション、学内公募によるプロ

ジェクト研究などに重点的に配分する。これを円滑に実施するため、研究計画や研

究成果などを厳正に評価し、適切に研究資金配分に反映させるための手法の確立を 
目指す。 

②自由な発想に基づく学問研究や、資金源に乏しい基礎分野の研究の重要性に鑑み、 
その研究支援にも予算面で十分な配慮をする。 

③外部資金からは、原則として一定の拠出金を徴収し、先端的・学際的研究領域の発 
展、国際協力関係の推進、研究環境の整備等に充当する。 
 

 ★知的財産の創出、取得、管理及び活用に関する具体的方策 
知的財産本部（平成１５年８月１日設置）を地域・産学官連携推進機構（仮称）の 

主要組織として充実・強化を図るとともに、TLO との連携・協力により、知的財産

の創出、取得、管理及び活用に関する業務を戦略的に推進する。 
 

 ★研究活動の評価及び評価結果を質の向上に繋げるための具体的方策 
定期的に全学の研究活動の自己点検・評価を実施し、自己評価を基に、外部の委員 

からなる「外部評価委員会」による外部評価を実施する。同時に、評価結果を研究活 
性化に繋げるためのシステムについて検討する。 

 
★学内共同教育研究施設等に関する具体的方策 

以下の学内共同教育研究施設等については適切な評価を行い、その維持、充実を図

る。 
・レーザー新世代研究センターは、日本のレーザー・光学技術の中心として先導的 

な研究を展開しており、今後とも指導的立場を堅持するために学内外の協力体制 
を強化し、COE 拠点の中核機関の一つとして、学内の研究・教育に積極的に寄

与する。 
・総合情報処理センターは、IT を基盤とする本学の重要なインフラストラクチャ

ーとして、また、学内外のネットワーク整備及び研究への対応、学生のコンピュ 
ータ教育等に必要不可欠な存在であることから、本学の e-Campus 化への対応

も含め、その活動を更に拡充する。 
・共同研究センターは、地域・産学官連携推進機構（仮称）の中核組織として、地 
域企業との連携を深める方向で強化する。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ その他の目標 

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標 

 学問、科学技術の普遍性や有益性、大学の公益性、社会

のグローバリゼーション等に鑑み、本学の貢献を社会に目

に見える形にするため、教育・研究を通し、大学を地域に

開放し、産学官との連携を深め、国際社会との協力関係を

強化する。 
 

 ★地域社会との連携に関する目標 
地域社会の一員として多摩地区にある団体や都市に教

育・研究面で知的貢献をする。産学官との研究・開発を推

進する。 
 
 

・機器分析センターは、学内で共通に使用できる大型設備を有し、全学的に多くの 
研究を支援していることから、この維持と機能の充実を図る。 

・留学生センターは、国際交流推進センター（仮称）の中に統合し、留学生に対す 
る教育の充実を図るとともに、留学生のための教育方法の改善などの教育研究活 
動を拡充する。 

・サテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリ（SVBL）は、ベンチャーマイ 
ンド溢れる人材を育成する先端的教育研究拠点として更に強化する。 

・電気通信学部附属菅平宇宙電波観測所は、宇宙空間及び地球惑星系の電磁波現象 
の観測的研究並びにそれに関する学生の教育に不可欠であることから、その継続 
と強化を推進する。 

 
★技術職員の組織化と有効活用の方策 

高度コミュニケーション科学の発展を支援する技術職員の重要性に鑑み、技術部組 
織の業務とその運営体制を明確にし、強化する。 
 

 ★学部・研究科等の研究実施体制等に関する特記事項 
①大学全体の研究体制を学科、専攻等の教育組織と分離するとともに、研究組織に時 

限制を導入する方向について検討する。 
②大学院における研究の中心を研究ステーションなど横断的、ボトムアップ的に構成 
する研究組織及び戦略的に重点分野とするCOE形成拠点に移行する。 

 
３ その他の目標を達成するための措置 

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置 

 ★地域社会等との連携・協力、社会サービス等に係る具体的方策 
①地域社会への貢献を大学の重要な一機能とし、地域・産学官連携推進機構（仮称） 
の中に地域との連携を専門に担当する部門を設置する。 

②地域社会に対し、生涯学習の機会を提供するため、一般教養、スポーツから専門分 
野に至るまでの公開講座や本学の特色(特にIT関係)を生かした講習会、セミナー等 
を積極的に開催する。特に、地元調布市とは、相互友好協力協定に基づき、文化・ 
教育・学術の分野での協力をより一層推進する。 

③同窓会や地域社会との連携を強め、既に実施している地域の小学生向けの理科教室 
やものづくり教室を更に推進する。地域社会や企業等外部との交流拠点、広報活動 
拠点、理科教育への動機付け支援の場としての創立８０周年記念会館の機能を充実 
させるとともに、広く地域社会に開放する。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

★国際社会との連携に関する目標 
人材、物、技術を通して国際社会と互恵性のある協力 

関係を築く。科学技術をベースとして国際社会に奉仕し、 

それを通し、教育・研究面での貢献をする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ★産学官連携の推進に関する具体的方策 
 ①地域・産学官連携推進機構(仮称)を通し、TLO や本学同窓会と連携協力して活動を 

展開し、民間企業等との共同研究、受託研究などの一層の推進を図る。 
 ②企業との間で連携プログラム等を作成し、研究開発や人材育成などを推進する。 
  ・サテライトオフィス施設を活用し、産学官の共同研究を推進する。 
  ・(独)通信総合研究所等外部の研究機関とのプロジェクト研究を積極的に推進する。 
③地域・産学官連携推進機構（仮称）を中心に、研究プログラムの企画広報、企業等 
との相互人材交流、他大学との連携等を推進するとともに、学内外へ関連情報を積 
極的に発信する。  

 
 ★図書館サービスの具体的方策 

図書館を中心とするコミュニケーションパーク（総合研究棟）を始めとして、学内 
の高度情報化を推進し、e-Campusのモデルとなる教育・研究並びに学習環境を構築 
し活用する。具体的には、 
・一般社会への貸出利用も視野に入れた、図書館公開について検討する。 
・生涯学習を支援するために、業務委託による休日開館について検討する。 
・情報検索のための各種講習会を実施する。 

・多摩地区他大学等との相互利用を推進する。 
・紙ベースジャーナルからオンラインジャーナルへの全面的切り替えを行う。 
・情報発信体制を整備し、研究成果、学位論文、「紀要」等の出版物、貴重図書、 
 歴史資料館などの情報がオンラインで活用できるようにする。 

 
★諸外国の大学等との教育・研究上の交流に関する具体的方策 

 ①国際交流推進センター（仮称）を設置し、 
  ・留学生教育並びに本学学生の国際化教育と国際学術交流並びに国際協力企画調 

整に関する業務を一体化する。 
  ・留学生教育の役割を担ってきた留学生センターは国際交流推進センター（仮称） 

の中に統合し、その機能の拡大を図る。 
  ・教職員一体の業務運営により大学の国際化を総合的に推進し、全部局に共通す 

る横断的な課題について企画立案、調整、研究を行う。 
  ・国際機関等が実施する国際協力事業への協力の企画とプロジェクトへの参加を 

推進する。 
 ②創立８０周年記念学術交流基金を活用し、職員・学生の海外派遣、共同研究先の研 

究者招聘を通し、国際交流の一層の促進を図る。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制の改善に関する目標 

大学の第一義的目標は卓越した教育・研究を通して社会

に貢献することにある。この目標を十全に達成するため、

教員が教育・研究活動に専念できる体制を整える。役員、

教員、事務職員等が相互協力の下、それぞれの役割を分担

し、責任をもって遂行する運営体制を築く。 
 

 ★効果的な組織運営に関する基本方針 
学長のリーダーシップの下で、権限と責任の適切な分担

を行い、役員、部局長、各センター等の長、学科長、専攻

長等の責任を明確にするとともに、その相互連携体制を構

築し、機動性と実効性のある大学運営を行う。 
 

 ★戦略的な学内資源配分等に関する基本方針 
全学的な経営戦略に基づき、適正かつ効果的な資源配分

を行う。資源は、部局、研究グループ、個人等の配分単位

に対し等分のもの、教育・研究活動の評価に基づくもの、

公募方式によるもの、学長や部局長等のリーダーシップに

よる戦略的なもの等、適切な配分方式により配分する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 
 ★運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策 
 ①個性ある大学として発展するための経営戦略を確立し、一方、開かれた大学を志向

し、学外の有識者、専門家の意見や助言を有効に生かせる運営体制を構築する。 
 ②学長のリーダーシップの下で、効率的かつ責任ある大学運営を執行できるよう、経 

営、企画、研究、国際、教育、学生等の業務を担当する理事（副学長）等を置く。 
 ③学長及び役員会の機能を補佐するため、学長補佐室（平成１３年度から設置）の機 

能を強化する。 
 ④役員会、経営協議会、教育研究評議会、各部局の教授会、学科長会議、専攻主任会 

議等の役割と責任を明確にし、相互に意思疎通と連携が図れる体制を整備する。部 
局、学科、専攻、事務局各課等は、相互に連携・協力し、合理的・効果的な業務の 
遂行を図る。 

 ⑤運営組織をスリム化・簡素化し、業務運営を機動的、効率的にする観点から、教授 
会、各種委員会等のあり方について見直しを行う。 

 
 ★全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策 

全学的な経営戦略は、経営協議会の審議に基づき、役員会の責任で策定し、学内外 
に報知する。 

 
 ★教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方策 
  それぞれの業務を担当する理事（副学長）等の指揮の下に、教員、事務職員等が一 
体となって業務を遂行するための体制を整備する。 

 
★学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策  

経営協議会の学外委員については、広い範囲から見識の高い人材を登用するための 
システムについて検討する。 

 
 ★国立大学間の自主的な連携・協力体制に関する具体的方策  
  業務効率化と経費節減の観点から、職員統一採用試験への参加、物品購入や業務の 
 アウトソーシングにおける共同契約の可能性の検討など、他大学との連携・協力を積 
極的に推進する。 

  
 ★内部監査機能の充実に関する具体的方策 
   業務運営の改善と健全性の確保に資するため、内部監査体制の整備充実について検 
討する。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

 

 

 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

大学の使命、学問と技術の進歩・発展、社会の変化等に

対応し、時代の要請に応え得る柔軟、かつ、機動的な教育

研究体制を整備する。 

 

 ★教育研究組織の編成・見直し等に関する基本方針 

教育研究の目標が効果的に達成できるよう、教育・研究

組織を不断に見直し、その整備・改善に努める。 

 

 ★教育研究組織の見直しの方向性に関する基本方針 

本学の標榜する「高度コミュニケーション科学」の発展 

と、その世界的拠点形成の実現に向けて、教育研究の個性 

が発揮しやすい組織に整備する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

★全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策 
 ①経営戦略に基づく学内資源配分（教職員の配置、学内予算編成、間接経費及び学長 

裁量経費の使途、施設スペースの配分等）の基本方針を、教育研究評議会の意見を 
参考に経営協議会で審議し、役員会で決定する。 

 ②長期的視野に立ち、教育研究を戦略的に推進するため、一定の割合の教員ポストを 
学長裁量のポストとし、全学的・戦略的見地から配分できる仕組みについて検討す 
る。 

 
２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 
 ★教育研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策 

①経営戦略、学問状況、社会の要請等に応じ、担当の理事（副学長）の下で継続的に 
教育・研究組織の編成・見直しについて検討する。新たに組織再編等を設計する場 
合には、担当理事（副学長）を責任者とし、適切な企画立案組織を設ける。 

②組織再編等に際しては、外部評価の結果なども反映させるとともに、経営協議会、 
教育研究評議会等との密接な連携を図り、更に学内の十分なコンセンサスを得るた 
め、検討過程の情報公開や意見聴取ができる仕組みを整備する。 

 
 
 ★教育研究組織の見直しの方向性 

①電気通信学部・電気通信学研究科と情報システム学研究科の教育研究面での協力関 
係を強化し、「高度コミュニケーション科学」の発展に寄与するため、双方の再編 
の可能性も視野に入れた教育研究体制の見直しについて検討する。当面、 

  ・電気通信学部、同研究科は改組の完成年度（平成１９年度）までは、７学科、 
７専攻体制を維持し教育研究の充実を図る。 

・領域横断的で時限性のある研究分野へ柔軟に対応するため、電気通信学研究科 
において、既設７専攻の枠を超えた柔軟な教員組織を持った独立専攻の新設に 
ついて検討する。 

・学部夜間主コースの見直しを行い、大学院レベルでの社会人を含めた教育の充 
実を図る。 

  ・情報システム学研究科の協力講座について、基幹講座化も含め、組織の見直し 
を行う。 

②教育研究体制を柔軟にし、COE拠点形成のために人材が機動的に離合集散できる体 
制を整える。 

③教育研究を促進、支援する組織として、教員、事務職員等一体のセンター、機構等 
の整備を図る。 

  ・教育に関わる支援組織として、学生部の再編改組を含む入試センター（仮称） 
や学生支援センター（仮称）の設置について検討する。 

   ・共通教育のカリキュラムの企画、立案、実施、管理や、教育方法、FD 等を総 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 人事の適正化に関する目標 

中長期的な人事管理方針に基づき、客観性、透明性のあ

る弾力的人事システムを構築し、教育研究や業務運営の内

容に応じた適切な人材登用・配置を図る。 

 
個々の職員の業務に対する評価体制を整備し、能力、業

績等を適切に反映する人事システムを導入するとともに、

職務遂行能力向上のための諸施策を講ずる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

法人化後の大学運営において、世界的教育研究活動を適 
切に支援するため、管理運営業務が適切、迅速かつ的確に 

合的に扱うための大学教育センター（仮称）の設置について検討する。 
  ・国際交流の推進のため、留学生課、留学生センターなどを融合した国際交流推 

進センター（仮称）を設置する。 
・共同研究センター、サテライト・ベンチャービジネス・ラボラトリー、機器分 
析センター、知的財産本部、広報室、TLO、同窓会組織などが有機的に連携す 
る地域・産学官連携推進機構（仮称）を設置する。 

④レーザー新世代研究センター（平成１１年４月設置）について、設置後１０年を目 

途に見直しを行い、新たな展開を検討し、改組・再編する。 

 
３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置 
 ★人事の客観性・透明性・流動性を確保するめの具体的な方策 

教員の採用に公募制を積極的に導入するとともに、任期制の導入について検討す
る。 

 
★大学の個性化を図るための中長期的な人事管理方針の策定と弾力的な人事システ

ム構築のための方策 
人材の適正配置、ポストの重点配分、優秀な人材確保の方策の検討などを中長期的 

な観点から行うための全学的機構を整備する。 
 

★適切な評価体制の整備に関する具体的方策 
教育・研究や、業務活動の内容等に応じた、多面性のある評価手法を用いた客観性 

と公平性のある評価システムを整備する。能力評価、業績評価が適切に昇任・昇格、 
給与等に反映される人事システムの構築を目指す。 

 
 ★外国人、女性等の任用の促進に関する具体的方策 

人種、国籍、性別等による差別のない採用を促進するとともに、特定の大学やグル 
ープに依存しない開放的で人物本位の採用を図る。 

 
★事務職員等の専門性等の向上を図るための措置 
①事務職員等の採用に関し、専門性の高い特殊なポストについては、有為な人材を試 
験制度外で採用し得る制度を設ける。 

②事務職員等の職務遂行能力向上のため、学生支援、国際交流、労務管理、財務会計 
等の個々の業務ごとに専門的な研修を実施する。また、他大学等との人事交流を積 
極的に実施する。 

 
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 
 ★事務組織の高機能化に関する具体的方策 
①法人化後の大学運営に対応し得る事務組織の整備を計画的に進める。その際、それ 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

行われるよう、事務組織の見直しや事務処理の簡素化、合 
理化、効率化を促進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ぞれの業務を担当する理事（副学長）等の指揮の下に、教員、事務職員等が一体と 
なって機能的かつ迅速に業務を遂行するための体制を整備する。 

②法人本部の機能を強化するため、企画部門（企画、評価、調査、広報、情報化など） 
の事務組織を充実・強化する。 

 
 ★事務処理の効率化、合理化に関する具体的方策 
①物品請求管理システムの導入など、Web を活用した事務局の電子化を一層推進す

る。 
②効率的事務処理のためのマニュアルの整備、研修制度の充実を図る。 
③多摩地区５大学を中心とした共同業務処理の可能性について検討を進める。 
④管理部門における単純事務作業等、より効率的な業務遂行が可能となる分野につい

ては、積極的にアウトソーシングについて検討する。 
 
 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

１ 総人件費改革に関する目標 

  「行政改革の重要方針」（平成17年度12月24日閣議決定） 

において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ、人件 

費削減の取組を行う。 

 

２ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 

 教育研究を推進し、その成果を確たるものとするため、 
資金面の基盤強化を図る。そのため、運営費交付金以外の 
収入確保に向けた活動を推進し、外部研究資金を導入し、 
自己収入を増加させることに努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 総人件費改革に関する目標を達成するための措置 
   総人件費改革の実行計画を踏まえ、平成21年度までに概ね４％の人件費の削減を 
  図る。 
 
 
２ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

 ★外部研究資金の増加に関する具体的方策                                    
①平成１８年度までに科学研究費補助金等の申請率を対１５年度比で１５％増の９５ 
％とするなど、競争的研究資金の獲得を推進する。また、大学OB、地元企業・自治 
体等との連携を積極的に推進し、地域社会のニーズに直結した共同研究、受託研究 
を受け入れる。 

②間接経費や外部研究資金の拠出金による財源については、先端的・学際的研究領域 
の発展や教育研究環境の整備に重点配分するなど、外部研究資金増加の誘因策を講 
ずる。 

 
 ★自己収入の増加と安定的確保に関する具体的方策 

 ①地の利を生かし、地方大学、企業、自治体等への施設設備の貸付制度について検討 

するなど安定的な収入確保に努める。 

②公開講座、講習会、セミナー等を充実させ、地域企業、高校生、住民への知的サー 
ビスを提供する。 

 ③優秀な人材の育成、輩出により、企業や団体から教育・研究環境の質的向上に資す 

るための経済的支援や設備、実験機器の贈与、提供が受けられるように努める。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

３ 経費の抑制に関する目標 

 自己管理を徹底し、点検・評価システムを有効に機能さ

せ、管理的経費の抑制に努める。 

 

 

 

 

 

４ 資産の運用管理の改善に関する目標 
資産の安定的な運用に努め、学内施設の有効活用を図

る。 

  

 

 

 
 
 
 
 

３ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

 ★管理的経費の抑制に関する具体的方策  
①光熱水料の削減に努め、電気料の受益者負担制度の見直しや夏季の１週間程度の全 
面休業期間の試行的な導入について検討する。 

②学内のパート職員の一元的雇用管理による効率的な配置や人材派遣会社の活用など 
の人件費抑制方策について検討する。 

 ③会議参照システムの活用など、ペーパーレス化の取り組みを一層推進する。 

 

４ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

 ★資産の安定的な運用及び学内施設の有効活用に関する具体的方策 

①外部資金等を安全確実な利回りで運用管理するための担当部署を事務局に設置 

する。 

 ②施設設備の有効活用を図るため，学内ベンチャー、地方大学のサテライトキャンパ 
ス、東京事務所、入試会場等の用途として都心部よりも有利な条件で提供するなど、 
外部利用の需要の拡大を図るための方策について検討する。 

 ③知的財産本部の充実・強化により、特許権の有効な運用管理に努める。 
 ④宿舎の建替えによる有効活用を図るため、PFI等の新たな手法の導入について検討 

する。 
 

Ⅴ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する

目標 

１ 評価の充実に関する目標 

 大学の公共性、社会性に鑑み、自らを内外から点検し、

教育研究に関わる情報を公開し、社会に対する説明責任を

果たす。 

 

 ★自己点検・評価に関する基本方針 

自己点検・評価及び外部評価（第三者評価）を行うこと

は大学運営の自主・自律を担保するための社会的責任と認

識し、これに全学的体制で取り組む。 

 
★自己点検・評価結果の活用に関する基本方針 
情報公開を推進し、自己点検・評価結果を内外に公表し、

本学の役割を広く社会に報知するとともに、その社会的責 
任を明確にし、教育研究、大学運営その他の諸活動の不断 

IV 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

 ★自己点検・評価の改善に関する具体的方策  

①自己点検・評価及び外部評価の充実を図るため、担当理事（副学長）等の指揮の下、

自己点検・評価の企画、実施及び外部評価に対する全学的なマネジメントを行う機

構を整備する。 
②評価の客観性を確保し、社会への説明責任を果たすため、外部有識者の視点を自己

評価に取り入れるための仕組みについて検討する。 
 

 ★評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策 

①評価結果の効果的な活用を促進するため、各部局長等が担当理事（副学長）等と連 
携して、当該部局等に関連する改善点の整理、調整を行い、関係者に改善勧告を行 
うための仕組みについて検討する。 

②評価が高い活動は積極的に広報し、表彰制度などを通してインセンティブを与え

る。 
 評価結果を学内の資源配分や個人の業績評価に反映させ、教育・研究活動にインセ 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

の改善を図る。 

 

２ 情報公開等の推進に関する目標 

教育研究活動の状況、大学運営等に関する情報を積極的

に開示・提供するとともに、社会に対して図書館情報や学

術上価値のある歴史的機器等を公開し、地域社会に対する

サービスの向上を図る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

ンティブを与える仕組みについて検討する。 
 
２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 

 ★情報公開を推進する体制の整備に関する具体的方策 
広報室（仮称）に広報担当学長補佐を置き、大学情報の積極的な公開・提供を行う 

とともに、ホームページの整備等、大学の広報手段の質的向上を図る。 

 

 ★地域社会への歴史資料情報の公開、サービスの充実 

地域社会の人々に対して科学技術史を学習する場を提供するため、技術的文化遺産 
を展示した歴史資料館を整備・充実させる。 

 
 ★学内外への図書館情報の発信 

 ①貴重書（例：寄贈江戸期和漢書コレクション）や歴史資料館資料の電子化を進め、 
ホームページからの利用を可能にする。 

 ②修士論文・博士論文をオンラインで公開する。 
 

Ⅵ その他業務運営に関する重要目標 
1 施設設備の整備・活用等に関する目標  

  キャンパス内の建物、設備、生活空間は、教育研究を支

える重要な要素である。教育研究の所期の目的を達成する

ため、これらの継続的な整備を推進する。 
 

 ★施設整備に関する目標 

  施設・設備は、それに関する中長期計画及び施設の有効 

活用を図るため、施設の点検・評価の結果を踏まえ、合理

的、効率的に整備し、適切な維持保全を行い、安全の確保

に万全を期す。 

施設整備に当たってはバリアフリー（障壁除去）、環境 

の保全にも配慮する。 

 

★教育環境の整備に関する目標 

 e-Campusのモデル大学を目指し、その実現に向けた環 

境整備を推進する。 

 

 

Ｖ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置   

 ★施設の有効活用を図るための具体的方策 
 ①施設整備に当たっては施設の有効活用を図るため、利用状況、狭隘状況、老朽化等 

の施設の点検・評価を定期的に行い、スペース配分の見直し、稼働率の向上を目指 
す。 

 ②施設の有効活用、点検・評価に当たっては、施設データベースを活用する。 
 ③学部・学科等の組織の枠を越えた研究グループが利用できるオープンラボを整備す 

る。 
 

★大学の施設・設備に関する計画に基づいて、必要な施設整備を行うための具体的方

策 
施設の点検・評価に基づき新営施設の整備を企画する場合には、PFI 等の新たな手 

法や外部資金の導入等、多様な財源確保について検討する。 
 

 ★施設の適切な維持保全を実施し、安全の確保に万全を期するための具体的方策 
①建物構造、機能、設備等の定期的な点検を行う。 

 ②劣化した施設設備の安全対策等に係わる計画の策定実施を図る。 

③施設整備に当たっては環境に配慮し、省エネルギー、省資源、リサイクルに努める。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

★生活環境の整備に関する目標 

  学園生活を快適にするための設備、キャンパスの緑化、 

災害時における地域の避難場所としての施設環境等を整え 

る。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
２ 安全管理に関する目標 

労働安全衛生法（労安法）に基づき規定された業務を遂 
 行するための実務組織として、「安全・衛生委員会(仮称)」 
を設置し、各種安全管理・環境保全関係法規に則った環境 
を整備し、施設・設備の設置・改善を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

★バリアフリー（障壁除去）、環境の保全に配慮するための具体的方策 
高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる「特定建築物の建築の促進に関する法律 

（通称ハートビル法）」の基準に基づく施設整備及び、ユニバーサルデザインの導入 
により、高齢者、身体障害者だけでなくすべての人が円滑に安全に利用できるよう、 
バリアフリー化を進める。 

 
 ★e-Campus モデルの実現のための具体的方策 

高度情報通信技術を応用し、研究、教育及び学生支援のためのキャンパス内でのネ 
ットワーク機能を充実させる。 

 

★生活環境の整備や災害時の避難場所としての施設機能を確保するための具体的方

策 

都市化が進む周辺地域の環境に配慮し、キャンパスの豊かな屋外環境の保全と緑化 
に努めるとともに、地域との連携のもとに災害時に対応できる施設整備を計画する。 

 
２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

 ★安全管理体制と組織 
①労働安全衛生法その他の各種安全管理・環境保全関連法令の規定に基づく業務に対 
応するため、安全・衛生委員会（仮称）の下に各種専門委員会を設けて現在の安全 
委員会を整備強化するとともに、安全・環境業務推進室（仮称）を設置する。 

②「安全・衛生委員会（仮称）」の下に学部・研究科、各センターなどのユニットご 
とに安全衛生会議を開催する。 

③各種安全管理・環境保全関係法令に基づく規制化学物質や産業破棄物を一元管理す 
る安全・環境科学センター（仮称）の設置について検討する。 

 
★安全管理に関する具体的活動 
①労安法等に基づく安全衛生関係規定を制定・整備する。教職員及び学生に労安法の 
講習会や安全講習会を開催し、また、防災教育・訓練を定期的に実施する。安全衛 
生管理体制の確立と巡視・点検・報告等の法定業務を定期的に遂行する。また、各 
種安全・環境関係の法令遵守に必要な施設・設備の整備を進める。 

②各種安全・環境関係の法令遵守に必要な各種資格取得を奨励し、所要の手当てをす 
 る 
③薬品やボンベ類のデータベース管理システムを開発する。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積もり含む。）収支計画及び資金計画 

 
 別紙参照 
 
Ⅶ 短期借入金の限度額 
 
 ○短期借入金の限度額 
１ 短期借入金の限度額 

   １５億円 
２ 想定される理由 

   運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費と

して借り入れすることが想定される。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 

 ○重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画はない。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

 
 ○決算において剰余金が発生した場合は 

   教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

Ⅹ その他 
 １．施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財   源 

小規模改修 
総額 

１７４ 施設整備費補助金（１７４） 

 
（注１）金額については見込であり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等 

を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加さ

れることもある。 
（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算している。 
   なお、各事業年度の施設整備費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付 

金、長期借入金については、事業の進展等により所要額の変動が予想されるため、 
具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等において決定される。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２．人事に関する計画 
１．教育研究職員 

   ・公募制の確立  

    教育研究職員の人事は、原則として公募制とする。学内からの昇任希望であって

も公募に応募し、その審査の結果によるものとし、人事の客観性・透明性を確保す

ることにより社会に対する説明責任を果たせるものとする。 

   ・任期制の拡大 

    特定の研究プロジェクトなど流動性が効果的な職については、任期制の導入を検

討し、教育・研究の活性化を図る。 

   ・非常勤講師のあり方 

    非常勤講師のあり方について、責任ある教育体制の確立と人件費管理の効率化を

考慮して検討する。 

   ・評価システム 

    個々の研究・教育実績の評価を行い、これを総合的に反映する能力・業績給制度

を導入することが考えられるが、そのための評価の主体、教育・研究と学務・運営、

社会貢献等の評価方法・基準等について検討する。 

２．事務系職員 

   ・定年年齢・再任用制度 

    公務員制度改革、年金の支給年齢等の動向を見据えて引き続き検討する。また、

定年に達した職員の中から、業務の精通した人材の活用と人事の活性化並びに士気

の高揚と意識の改革を踏まえ役職定年の考え方にならった再任用制度の運用を検討

する。 

   ・評価システム    

       業績・能力の評価を総合的に反映させるため、客観性、公平性、透明性を持った

評価システムの構築について検討する。 

   ・業務の効率化 

       人員や経費の削減、健康安全管理の観点も含めた超過勤務の縮減、新たに必要な

業務への対応等から業務の見直し、アウトソーシングの活用等を行い業務の効率化

を図る。 

３．共通事項 

   算定ルールに基づいて、人員削減方針の策定について検討する。 

（参考） 中期目標期間中の人件費総額見込３４，２４１百万円。（退職手当は除く。） 
 
３．中期目標期間を超える債務負担 

 中期計画期間を超える債務負担の計画はない。 
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学部等の記載 
中 期 目 標 中 期 計 画 

 
別表（学部、研究科等） 

 
学

 
部

 
 電気通信学部 

 
研

究

科

 
 電気通信学研究科 
 情報システム学研究科 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別表（収容定員） 
 
 電気通信学部      ３,５６０人 
 

 
 
 
平

成

16
年

度

 
 電気通信学研究科     ４６０人 
                うち修士課程  ３７６人 

                  博士課程   ８４人 

 
 情報システム学研究科   ３５０人 
                うち修士課程  ２３６人 
                  博士課程  １１４人 
 

 
 電気通信学部      ３,５６０人 
 

 
 
平

成

17
年

度

 
 電気通信学研究科     ４６１人 
                うち修士課程  ３７６人 
                  博士課程   ８５人 
 情報システム学研究科   ３５０人 
                うち修士課程  ２３６人 
                  博士課程  １１４人 
 
 
 電気通信学部      ３,５６０人 
 

 
 
平

成

18
年

度

 
 電気通信学研究科     ４６２人 
                うち修士課程  ３７６人 
                  博士課程   ８６人 
 情報システム学研究科   ３５０人 
                うち修士課程  ２３６人 
                  博士課程  １１４人 
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中 期 目 標 中 期 計 画 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 電気通信学部      ３,５６０人 
 

 
 
平

成

19
年

度

 
 電気通信学研究科     ４６３人 
                うち修士課程  ３７６人 
                  博士課程   ８７人 
 情報システム学研究科   ３５０人 
                うち修士課程  ２３６人 
                  博士課程  １１４人 
 
 
 電気通信学部      ３,５６０人 
 

 
 
 
平

成

20
年

度

 
 電気通信学研究科     ４６３人 
                うち修士課程  ３７６人 
                  博士課程   ８７人 
 
 情報システム学研究科   ３５０人 
                うち修士課程  ２３６人 
                  博士課程  １１４人 
 
 
 電気通信学部      ３,５６０人 
 

 
 
 
平

成

21
年

度

 
 電気通信学研究科     ４６３人 
                うち修士課程  ３７６人 
                  博士課程   ８７人 
 
 情報システム学研究科   ３５０人 
                うち修士課程  ２３６人 
                  博士課程  １１４人 
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（別紙）予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

１．予 算 

平成１６年度～平成２１年度  予算 

                             （単位：百万円） 

区    分 金    額 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 施設整備資金貸付金償還時補助金 

 自己収入 

  授業料及入学金及検定料収入 

  雑収入 

 産学連携等研究収入及び寄付金収入等 

  

 

３３，４７７ 

１７４ 

２，０７２ 

１６，９５５ 

１６，６４２ 

３１３ 

２，６５９ 

計 ５５，３３７ 

支出 

 業務費 

  教育研究経費 

  一般管理費 

 施設整備費 

 産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 

 長期借入金償還金 

 

 

５０，４３２ 

３６，８７６ 

１３，５５６ 

１７４ 

２，６５９ 

２，０７２ 

計 ５５，３３７ 

 

 [人件費の見積もり] 

  中期目標期間中総額３４，２４１百万円を支出する。（退職手当は除く） 

 注）人件費の見積もりについては、１７年度以降は１６年度の人件費の見積り額を踏まえ試算して

いる。 

 注）退職手当については国立大学法人電気通信大学退職手当規程に基づいて支給することとするが、

運営費交付金として措置される額については、各事業年度の予算編成過程において国家公務員退職

手当法に準じて算定される。 

 注)組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。 
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 [運営費交付金の算定ルール]  

毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の事業区分に基づき、それぞれの対応する数

式により算定したもので決定する。 

Ⅰ〔学部教育等標準運営費交付金対象事業費〕  

①「一般管理費」：管理運営に必要な職員（役員含む）の人件費相当額及び管理運営経費の総額。

Ｌ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＬ（ｙ）。 

②「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究に必要な設置基準上の教職員の人件費

相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。（Ｄ（ｘ）は、

設置基準に基づく教員にかかる給与費相当額。） 

③「教育等施設基盤経費」：教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる

経費。Ｆ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＦ（ｙ）。 

 〔学部教育等標準運営費交付金対象収入〕 

④「入学料収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額。（平成１５年度

入学料免除率で算出される免除相当額については除外） 

⑤「授業料収入」：当該事業年度における収容定員数に授業料標準額を乗じた額。（平成１５年度

授業料免除率で算出される免除相当額については除外） 

Ⅱ〔特定運営費交付金対象事業費〕  

⑥「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究活動の実態に応じ必要となる教職員の

人件費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＤ(ｙ)。 

⑦「附属施設等経費」：附属施設の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の総額。

Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。 

⑧「特別教育研究経費」：特別教育研究経費として、当該事業年度において措置する経費。 

⑨「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度に措置する経費。 

 〔特定運営費交付金対象収入〕  

⑩「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分）、授業料収入（収容定員超過分）、

雑収入。平成１６年度予算額を基準とし、中期計画期間中は同額。 

 

  運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｃ（ｙ） 

１．毎事業年度の教育研究経費にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金については、

以下の数式により決定する。 

Ａ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ）＋Ｅ（ｙ）＋Ｆ（ｙ）＋Ｇ（ｙ）－Ｈ（ｙ） 

（１）Ｄ（ｙ）＝{Ｄ（ｙ－１）×β（係数）×γ（係数）－Ｄ（ｘ）}×α（係数）＋Ｄ（ｘ） 

（２）Ｅ（ｙ）＝Ｅ（ｙ－１）×β（係数）×α（係数） 

（３）Ｆ（ｙ）＝Ｆ（ｙ－１）×α（係数）±ε（施設面積調整額） 

（４）Ｇ（ｙ）＝Ｇ（ｙ） 

（５）Ｈ（ｙ）＝Ｈ（ｙ） 

 

 Ｄ（ｙ）：学部・大学院教育研究経費（②、⑥）を対象。 

 Ｅ（ｙ）：附属施設等経費（⑦）を対象。 

 Ｆ（ｙ）：教育等施設基盤経費（③）を対象。 

 Ｇ（ｙ）：特別教育研究経費（⑧）を対象。 

 Ｈ（ｙ）：入学料収入（④）、授業料収入（⑤）、その他収入（⑩）を対象。 

  

２．毎事業年度の一般管理費等にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金については、

以下の数式により決定する。 

  Ｃ（ｙ）＝Ｌ（ｙ）＋Ｍ（ｙ） 

 （１）Ｌ（ｙ）＝Ｌ（ｙ－１）×α（係数） 

 （２）Ｍ（ｙ）＝Ｍ（ｙ） 
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 Ｌ（ｙ）：一般管理費（①）を対象。 

 Ｍ（ｙ）：特殊要因経費（⑨）を対象。 

 

【 諸 係 数 】 

 α（アルファ） ：効率化係数。△１％とする。 

 β（ベータ）  ：教育研究政策係数。物価動向等の社会情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に

勘案して必要に応じ運用するための係数。各事業年度の予算編成過程において当

該事業年度における具体的な係数値を決定。 

          なお、物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案した係数を運用する場合には、

一般管理経費についても必要に応じ同様の調整を行う。 

 γ（ガンマ）  ：教育研究組織係数。学部・大学院等の組織整備に対応するための係数。各事業年

度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

 ε（イプシロン）：施設面積調整額。施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。 

     各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定。 

  

注）運営費交付金は上記算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試算されたものであり、各事業年度の

運営費交付金については、予算編成過程においてルールを適用して再計算され、決定される。 

   なお、運営費交付金で措置される「特別教育研究経費」「特殊要因経費」については、１７年度

以降は１６年度と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額の変動が予想される

ため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程において決定される。  

 

注）施設整備費補助金は、「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。 

 

注）施設整備資金貸付金償還時補助金は、償還計画に基づく所要額を計上している。 

 

注）自己収入については、１７年度以降、１６年度と同額として試算した収入予定額を計上し、産学連

携等研究収入及び寄附金収入等については、過去の受入実績、伸び率及び受入れ拡大を目標として

試算した収入予定額を計上している。 

 

注）業務費については、１７年度以降の効率化係数を勘案して試算した支出予定額を計上し、施設整備

費については、「施設・設備に関する計画」により試算した支出予定額を計上している。 

 

注）産学連携等研究経費及び寄付金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄付金収入等により行われる

事業経費を計上している。 

 

注）長期借入金償還金については、償還計画に基づく所要額を計上している。 

 

注）運営費交付金算定ルールに基づく試算において「教育研究政策係数」「教育研究組織係数」は１と

し、また、「施設面積調整額」については、面積調整はないものとして試算している。 
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２．収支計画 

平成１６年度～平成２１年度   収支計画 

                              （単位：百万円） 

区    分 金    額 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   受託研究費等 

   役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

  資産見返寄附金戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

 臨時利益 

 

純利益 

総利益 

 

５２，３８１ 

４６，７８３ 

７，３７１ 

２，０２５ 

６５２ 

２７，６００ 

９，１３５ 

３，７１８ 

１，８８０ 

０ 

 

 

５２，３８１ 

３１，６６２ 

１３，０３４ 

２，２４７ 

６１３ 

２，０２５ 

６０７ 

０ 

３１３ 

１，３６６ 

１８ 

４９６ 

０ 

 

０ 

０ 

 注)受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。 

 注)受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。 
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３．資金計画 

平成１６年度～平成２１年度  資金計画 

                              （単位：百万円） 

区    分 金    額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前期中期目標期間よりの繰越金 

５５，８０４ 

５０，５０１ 

２，７６４ 

２，０７２ 

４６７ 

 

５５，８０４ 

５３，０９１ 

３３，４７７ 

１６，６４２ 

２，０２５ 

６３４ 

３１３ 

２，２４６ 

２，２４６ 

０ 

０ 

４６７ 

 

 注）前期中期目標期間よりの繰越金は、奨学寄附金に係る国からの承継見込み額４６７百万円。 
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